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1.1 将来ビジョン 

（１）地域の実態 

（地域特性） 

１．豊橋市の概況（2018 年 4 月現在） 

豊橋市は、愛知県東部に位置する 37 万人規模の中枢中核都市である。また、山や海、

干潟などに囲まれ自然も豊かであり、都会と田舎が共存するまちである。農業、工業、商

業のバランスがとれた産業構造を有しており、新幹線をはじめ３社６路線が集まる豊橋駅

は、東三河の玄関口として多くの人が行き交っている。 

 

 人 口：約 37 万６千人（うち外国人１万６千人） 

 世帯数：約 15 万 7 千世帯（うち外国人８千世帯） 

 面 積：261.86km2（市街化区域 61.84km2、 

市街化調整区域 200.02km2） 

 就業人口：第１次産業 約１万人（5.4%） 

        第２次産業 約６万５千人（34.1%） 

        第３次産業 約 10 万８千人（56.9%） 
  

※人口及び世帯数は 2018 年 4 月現在、就業人口は 
2015 年国勢調査 

 

２．地域の強み 

２－１ 環境への高い意識と行動力 

「５３０（ゴミゼロ）運動」発祥の地の豊橋市

は、市民による草の根活動が盛んな地域であ

る。また、豊橋市内の全小中学校はユネスコ

スクールに認定されており、ESD 等の環境教

育に力を入れているほか、全国屈指のバイオ

マス利活用センター（下水汚泥や生ごみを活

用した発電等）を整備するなど、環境実践都

市として様々な活動を展開している。 

このような高い環境意識と行動力のもと、2018 年 10 月に全国で 10 番目となる「世界首

長誓約／日本」の参加自治体となり、更なるエネルギーの地産地消や温室効果ガスの排

出抑制を目指している。 

 

１．全体計画 （自治体全体でのＳＤＧｓの取組）  
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２－２ 豊川水系でつながる強い連携 

奥三河を水源地とする豊川流域の東三河８市町村（豊橋市、豊川市、新城市、蒲郡市、

田原市、設楽町、東栄町、豊根村）は、豊橋市を中心に古来より広域的な経済生活圏を築

きながら発展してきた。そのため、東三河８市町村の絆は強く、これまでも産業、環境、福

祉、教育など様々な分野において持続可能な発展に向けて互いに連携してきた。 

豊川水系の豊かな水と緑を守り、自然の恵みを未来も享

受できるよう、東三河地域には、NPO 法人穂の国森づくり

の会や一般社団法人奥三河ビジョンフォーラム、公益財団

法人豊川水源基金、５３０運動環境協議会等、官民問わず

様々な団体が森林整備や環境保全活動などに取り組んで

いる。さらにイオンリテール株式会社が発行する「ほの国東

三河 WAON」の年間使用金額のうち 0.1%が寄付され、東三

河広域連合を通じて奥三河の森林整備を進めるとともに地

域材や間伐材を活用して子どもたちへの環境教育を行うな

ど、企業も積極的に水源林の保全に参画している。 

 

２－３ 専門性の異なる大学の集積 

豊橋市には、豊橋技術科学大学、愛知大学、豊橋創造大学の３大学が立地しており、

知の拠点である大学の集積地域でもある。本市は各大学と包括連携協定を結んでおり、

豊橋技術科学大学における環境・生命工学系の技術や愛知大学における地域密着型教

育並びに食農環境教育など、大学の有する特色や専門性を活かして SDGs の実現に向け

た推進力を飛躍的に高めることのできる基盤が整っている。 

 

 

（今後取り組む課題） 

３ 本市が抱える課題 

３－１ 水道技術者不足への対応 

東三河地域の市町村では、水道技術者や知識の不足から水道施設の維持管理が困難

になるといった課題を抱えている。今後も豊川水系の恵みを享受できる持続可能な東三河

地域を築くためには、行政区域の枠にとらわれず、地域が一体となってこうした人材不足を

解消していく必要がある。さらに、豊橋市においても将来的な水道技術者の不足が懸念さ

れることから、早期に水道技術者を育成して後世に優れた技術と知識を継承していく必要

がある。 

 

 



4 
 

 

３－２ 環境意識の更なる向上 

水資源を持続的に確保するため、豊川水系の下流域に位置する豊橋市としても、水源

地である奥三河の森林整備を積極的かつ継続的に支援することは重要である。将来を見

据え、子どもから大人まで幅広い世代への環境教育を推進して意識を高め、住民等による

環境保全活動や経済活動等をこれまで以上に活発にする必要がある。 

 

３－３ 国際協力活動における期待への対応 

豊橋市は開発途上国（インドネシア共和国スマトラ島 ソロク市）に水道技術者を派遣

し、「飲める水道水」の供給に成功している。こうした実績から、インドネシアの他自治体か

らも豊橋市の水道技術の普及を望む声が上がって

おり、こうした期待に応え、開発途上国に「飲める水

道水」を広げていく必要がある。また、豊橋総合動植

物公園を含む国内の６園と１NPO が連携し、ボルネ

オ保全プロジェクトを発足させた。保全活動や教育普

及活動、資金調達等を推進するなど、様々な活動を

展開してボルネオ島に生息する野生動物を守らなけ

ればならない。 

 

（２）2030 年のあるべき姿 

 

【2030 年のあるべき姿】 

 

貧困や経済成長、気候変動など、世界が抱える様々な課題を解決し、「誰一人取り残さ

ない」社会を実現するため、開発途上国と先進国が一丸となって SDGs の達成に向けて歩

みだしている。こうした動きは国や政府、自治体、企業だけが意識するものではなく、住民

一人ひとりがそれぞれの役割と責任を自覚し、限られた地域資源を活かしながらともに歩

みを進めることが大切である。 

2015 年９月に国連サミットで「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択され、

豊橋市では早期から、経済、社会、環境のあらゆるところで SDGs の理念に沿った様々な

施策を展開してきた。また、身近な地域から国全体へ、世界へ、次の世代へと視野を広げ

ながらまちづくりや地域づくりを進めてきた。そのひとつが、水と緑を守ること、である。 

生命にとって、水と緑は決して欠かすことのできない大切なもの。豊かな自然の恵みと、

それを享受できる技術がいつまでも受け継がれ、誰一人取り残されていない未来の姿を描

き、地域とともに、そして世界とともに実現を目指していく。 
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（目指す将来像） 

--------------------------------------------------------------------------- 

〇豊川水系でつながる東三河地域の水環境及び森林環境が持続可能な活動や教育等に

より保全されている 

〇「現在から未来へ」「豊橋・東三河から世界（開発途上国）へ」水道技術が継承され、安

全・安心な水が安定的に供給されている 

--------------------------------------------------------------------------- 

東三河地域で活動する先述の団体や企業、自治体等が密に連携して環境保全活動等

を展開するとともに、子どもたちへの環境教育等を一層推進して次代の担い手を育ててい

くことで、奥三河の森林が適正に維持管理され、豊川水系の恵みを地域住民や企業が持

続的に享受することができる。また、豊橋市の優れた水道技術を後世へと継承し、東三河

地域の水道事業を支援するとともに世界を舞台に活躍することで、開発途上国の水環境

が改善され「飲める水道水」を普及させることができる。 

 

こうした活動の成果を地域に還元し、東三河地域

の森林環境や水環境の維持向上につなげることで、

健全な水源林の保全及び優れた水道技術者の育成

が成され、将来にわたり安全・安心な水が安定的に

供給される持続可能な社会を構築することを目指

す。 

 

 

 

（将来像の構成要素） 

１ 豊川水系の恵みが受け継がれる都市 

東三河地域の自治体や関係団体等との連携により豊川水系の水源林が適正に維持管

理され、優れた水道技術を後世へと継承することで、将来にわたり安全・安心な水が安定

的に地域住民や企業に給水される水循環社会が形成されている。 

 

２ 環境保全意識が高く国際感覚に優れた都市 

これまでも熱心に取り組んできた ESD 等の環境教育や、国際感覚に優れた子どもたち

を育てるための英語イマージョン教育※１等により、世界的な視点を持って地域で活躍する

グローカル※２な次代の担い手が育っている。 
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３ 開発途上国の水環境改善に寄与する都市 

高い技術と知識を有する豊橋市の水道技術者を開発途上国へ派遣し、水道施設の改

善並びに技術指導を行うことで、日本と同水準の「飲める水道水」が地域住民に行き渡る

ようになっている。 

 

４ グローバル経験が活かされた水道技術力の高い地域 

国際協力活動を経験した水道技術者が、東三河地域での水道技術指導や講演・相談な

どを行い、その知識を地域へと還元することで、東三河地域全体で持続可能な水道技術

力の向上が図られるとともに、他地域の自治体にも技術指導等を行う自治体版水メジャー

として活躍している。 

 

※１ イマージョン教育…国語・道徳以外の授業を英語で行い、英語に浸りきった生活を通じて英語

と国際感覚を身に付ける教育法。（イマージョン＝浸すこと） 

※２ グローカル…「グローバル（地球規模の）」と「ローカル（地方の）」を掛け合わせた造語。地球

規模の視野を持ち、地域視点で行動すること。 
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（３）2030 年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット 

 

（経済） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

 

 

 

 

 

 

８，３ 

８，５ 

９，１ 

９，４ 

11，１ 

11，ｂ 

指標：安定給水率 

現在（2018 年３月）： 

100% 

2030 年： 

維持 

 17，16 

17，17 

指標：水と緑に係る国内外の支援自治体数  

現在（2018 年３月）： 

３自治体 

2030 年： 

９自治体 

 

住民が安心して暮らし続けるとともに、企業が根を張り経済活動を営むには、災害にも

強い強靭な基盤を整え、安全・安心な水を安定的に供給することが重要である。東三河地

域や開発途上国への支援活動を通じて水道技術と知識を高めながら後世へと継承し、住

民や企業への安定的な給水を維持する。また、SDGs の実現に資する経済活動の基盤等

の底上げを図るため、水と緑に係る様々な取組みを他自治体と連携して展開する。 

 

（社会） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

 

 

 

 

３，４ 

８，５ 

指標：５３０運動参加者数 

現在（2018 年３月）： 

173,909 人 

2030 年： 

200,000 人 

 

 

 

 

４，１ 

４，７ 

12，５ 

12，８ 

指標：ユネスコスクール認定小中学校数 

現在（2018 年４月）： 

74 校（市内全小中学校） 

2030 年： 

維持 
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豊橋市 SDGs 未来都市を実現するには、現在の環境保全活動等を担う人材を育成する

とともに、未来の水と緑を守る次代の担い手を育てる必要がある。環境学習機会の提供や

普及啓発活動等に取り組み環境保全や環境美化への意識を高め、５３０運動をはじめとす

る様々な市民活動を活性化するとともに、市内全小中学校ユネスコスクールの認定を受け

ている優れた教育を以て、子どもたちへの ESD 等の環境教育を推進していく。 

 

（環境） 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６，１ 

６，２ 

６，４ 

６，６ 

６，ａ 

７，１ 

７，２ 

12，５ 

12，８ 

14，１ 

14，２ 

14，３ 

15，２ 

15，４ 

15，５ 

15，ｂ 

指標：大気等環境基準達成率 

現在（2018 年３月）： 

90.3% 

2030 年： 

96% 

 13，１ 

13，２ 

17，16 

17，17 

指標：温室効果ガス削減量（2005 年度比） 

現在（2016 年３月）： 

▲7.6% 

2030 年： 

▲25.4%以上 

指標：水と緑に係る国内外の支援自治体数（再掲） 

現在（2016 年３月）： 

３自治体 

2030 年： 

９自治体 
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将来にわたり安全・安心な水を安定的に供給することができる環境を整えるには、海や

森の自然や生態系を守り続けるとともに、水道施設を整備し適正に維持管理していかなけ

ればならない。バイオマスの利活用による再生可能エネルギーの生産を進めて温室効果

ガスの排出を抑制するなど環境負荷の低減を図るとともに、地域だけでなく世界の水環境

にも目を向け、開発途上国に「飲める水道水」を普及するための国際協力活動等を行う。 
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1.2 自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

（１） 自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 

 

① 地域や開発途上国での様々な協力活動の推進 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３，４ 

４，１ 

４，７ 

６，１ 

６，２ 

６，４ 

６，６ 

６，ａ 

８，５ 

15，４ 

15，５ 

15，ｂ 

17，16 

17，17 

指標：水と緑に係る国内外の支援自治体数 

現在（2018 年３月）： 

３自治体 

2021 年： 

７自治体 

 

〇水道技術者不足を課題として抱える東三河地域の市町村に、高い技術と知識を有する

豊橋市の水道技術者を派遣して研修や技術指導等を行う。 

〇開発途上国（インドネシア）での水道技術指導等により水環境を改善し、「飲める水道

水」を普及する。 

〇インドネシアでの国際協力活動で得た経験を地域へ還元し、東三河地域全体の水道技

術力の向上を図る。 

〇教育普及活動や資金調達活動等により開発途上国（ボルネオ島）の野生動物の保全を

図る。 

 

※水道技術の継承は、自治体 SDGs モデル事業の「水と緑の地域形成プラットフォーム」

において、豊橋市が実施する主要な取組みのひとつである。 
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② 環境教育や環境美化活動等の推進 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

 

 

 

 

４，１ 

４，７ 

12，５ 

12，８ 

指標：５３０運動参加者数 

現在（2018 年３月）： 

173,909 人 

2021 年： 

185,000 人 

 

〇５３０運動発祥の地として、率先して環境保全活動や環境美化活動を展開する。 

〇多様な生物を有する汐川干潟の保全活動をはじめ、地域住民や企業等の様々な主体と

連携して子どもたちへの ESD 等の環境教育を推進する。 

〇幅広い世代を対象に、間伐等の環境体験学習を通じて森林が有する水源涵養機能等を

知ってもらい、森林整備の必要性と重要性への理解を促す。 

 

 

③ 地域資源の利活用による再生可能エネルギーの生産 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI（任意記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７，１ 

７，２ 

９，４ 

13，１ 

13，２ 

14，１ 

14，２ 

14，３ 

15，４ 

15，５ 

15，ｂ 

指標：バイオガスエネルギー利用率 

現在（2018 年３月）： 

100% 

2021 年： 

維持 
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〇バイオマス利活用センターにおいて、下水汚泥や生ごみを活用したバイオマス発電を行

い、再生可能エネルギーを生産する。 

〇企業による奥三河の間伐材等を燃料として活用するバイオマス発電施設の整備を支援

し、地域木材等の有効活用による再生可能エネルギーの生産を図るとともに、施設の稼

働に伴い新たな雇用を創出する。 

 

（２）情報発信 

 豊橋市における SDGs の活動を広く知ってもらうため、市公式ホームページ

（https://www.city.toyohashi.lg.jp/37749.htm）や各種メディアを通じた情報発信を的確に行

う。また、住居地や年齢層等を加味した最適な方法により情報を発信する。 

 

（域内向け） 

〇SDGs を踏まえた次期総合計画の策定 

2020 年度の次期総合計画の策定では、SDGs を視野に入れながら

進める。総合計画の作成過程において市民、企業、団体等と SDGs

の実現に向けて様々な議論を行うとともに、次期総合計画策定後は、

官民が一体となって総合計画を推進し SDGs の実現を目指す。 

 

〇出前講座の実施 

小中学校への出前講座や市民等を対象にした生涯学習講座などを開催し、SDGs につ

いて楽しみながら学ぶことができる機会をつくる。また、NPO 等と連携して環境体験学習を

開催し、水源林の保全の重要性と必要性を理解してもらう。 

 

〇ＥＳＤ等の環境教育の実施 

小中学校における ESD 等の環境教育を推進し、体験学習を通じて子どもたちの環境保

全活動への理解と関心を高めるとともに、子どもたちを通じて家族への周知を図る。 

 

〇５３０運動の展開 

５月３０日を「ゴミゼロの日」とし、市民や企業、団体等が「ごみを拾うことでごみを捨てな

い心を育む」ことを目的とした環境美化活動を一斉に行うことで、環境保全等への意識を

高める。 

 

（域外向け（国内）） 

〇豊川上流域と下流域との交流 

豊川上流域の住民を豊橋市等の下流域に招待し、様々なイベント等を通じて水環境や

森林環境に関する情報を発信するとともに交流を図り互いの理解を促す。 

https://www.city.toyohashi.lg.jp/37749.htm
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〇国際協力活動の報告 

各種講演の場やメディアを通じて開発途上国（インドネシア）での水道技術の継承活動

について報告することで参加者に広く PR するとともに、豊橋市の活動を知った他自治体

からの要望を受け、水道技術者を派遣して技術指導等を行う。 

 

（海外向け） 

〇国際協力機構（JICA）との連携活動 

JICA の国際協力事業を活用してインドネシアへ水道技術者を派遣し現地研修を行うと

ともに、インドネシアからの視察を受け入れる。こうした活動を本市や JICA のホームペー

ジ、海外メディア等で広く PR し、市民だけでなく市域外（国内）や海外にも周知する。 

 

（３）普及展開性（自治体ＳＤＧｓモデル事業の普及展開を含む） 

（他の地域への普及展開性） 

人口減少が進行する中、中山間地域における森林管理不足や水道技術者不足は全国

共通の課題であり、小規模自治体が単独で解決できるものではない。一方、下流域の住

民にとっても、安全・安心な水が安定的に供給されるには、上流域の森林が適正に管理さ

れる必要があり、こうした課題を我が身のこととして受け止めなければならない。 

本市の取組みは、一定の人口規模を有する都市が地域全体の課題に積極的に関与し

て解決を目指すもので、類似の課題を抱える他都市や他地域が参考にして事業展開する

ことができる。 

 

（自治体ＳＤＧｓモデル事業の普及展開策） 

豊橋市 SDGs モデル事業は、東三河地域で活躍する様々な主体が一体となる連携体制

を構築するとともに、地域だけでなく世界にも目を向けて SDGs の実現を目指すものであ

り、とりわけ英語イマージョン教育の推進による子どもたちの国際感覚の醸成や、持続可

能な水道技術の継承に向けた NPO の設立は全国でも先駆的な取組みである。一方、本

取組みに必要な地域資源は豊橋市に限定されるものではなく、連携体制の構築や取組み

の内容は、他都市や他地域にとっても SDGs の実現に向けて大いに参考になる。 

そこで、ホームページ等で全国に向けて本市の SDGs モデル事業を紹介するほか、シン

ポジウム等を開催して市域外からの参加を促し、事例紹介や交流等を通じて情報を発信

するとともに、視察等も積極的に受け入れることでモデル事業の普及展開を図る。 
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1.3 推進体制 

（１）各種計画への反映 

１．第６次豊橋市総合計画への反映 

豊橋市では、本市の総合的なまちづくりの計画を示す新たな総合計画（第６次豊橋市総

合計画／計画期間：2021 年度～2030 年度の予定）を、2019 年度～2020 年度の２ヵ年を

かけて策定する。その目標年次は SDGs と同じ 2030 年度であり、策定過程から SDGs を

勘案して作業を進めるとともに、冒頭や戦略計画・分野別計画など構成要素の中に SDGs

を具体的に明記する予定である。（2021 年３月策定予定） 

 

２．豊橋市まち・ひと・しごと創生総合戦略への反映 

豊橋市まち・ひと・しごと創生総合戦略は 2019 年度が計画期間の最終年度となるため、

第６次豊橋市総合計画との統合も視野に入れて次期総合戦略（第２次豊橋市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略／計画期間：2020 年度～2024 年度※）を策定する。次期総合戦略で

は、地方創生に向けた基本的方向や具体的施策等の構成要素に SDGs を具体的に明記

する予定である。（2020 年３月策定予定） 

※第６次豊橋市総合計画と統合する場合、計画策定時期及び計画期間を変更する。 

 

３．第３次豊橋市環境基本計画への反映 

豊橋市環境基本計画は、環境保全に関する施策を総合的に推進するための計画であ

り、その計画期間は豊橋市総合計画と同じである。そのため、2021 年度～2030 年度を計

画期間とする新たな環境基本計画では、冒頭や施策等の構成要素に SDGs を具体的に明

記する予定である。（2021 年３月策定予定） 

 

４．第２次三遠南信地域連携ビジョン（SENA VISION2030）への反映 

三遠南信地域ビジョンは、愛知県、静岡県、長野県の県境地域に位置する 39 市町村に

よる持続可能な地域づくりの指針を示すもので、その計画期間は 2019 年度～2030 年度

である。当ビジョンでは、策定の目的のひとつに SDGs の実現を明確に掲げる予定であ

る。（2019 年３月策定予定） 

 

〇その他 

豊橋市では毎年、次年度の主要事業を紹介する「予算の見どころ」を発行しており、

2019 年度の予算の見どころでは、各事業が SDGs のどの目標に資するかを整理し、市民

をはじめとする読み手にわかりやすく紹介している。 

また、豊橋市では、2020 年度に最終年度を迎える個別計画が多々あり、SDGs を推進

する市の方針として、各計画の策定・改訂にあたり SDGs を構成要素に具体的に明記して

いく予定である。 
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（2020 年度に策定・改訂予定の計画） 

・地球温暖化対策地域推進計画    ・都市計画マスタープラン 

・緑の基本計画                  ・自転車活用推進計画 

・第４期豊橋市地域福祉計画     ・生涯学習推進計画     など 

 

（２）行政体内部の執行体制 

 

地方創生を推進するための既存の組織体制を活用し、「豊橋市まち・ひと・しごと創生本

部」にて、市長をトップに豊橋市 SDGs 未来都市の推進に必要な協議並びに決定を行う。 

また、その下部組織として新たに「豊橋市 SDGs 未来都市推進部会（仮称）」を設置し、

企画部長をトップに、SDGs 未来都市の推進の中枢となる部局長で必要な事項を検討する

とともに、SDGs の推進に係る部局（市民協創部、文化・スポーツ部、福祉部、こども未来

部、健康部等）との連絡・調整等を行う。こうした組織の事務局は企画部未来創生戦略室

が担う。 

【豊橋市 SDGs 未来都市の推進体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊橋市まち・ひと・しごと創生本部 

役 割：協議、決定 

体 制：市長、両副市長、全部局長 

事務局：企画部 未来創生戦略室 

豊橋市 SDGs 未来都市推進部会（仮称） 

役 割：SDGs 未来都市の推進に必要な事項の 

検討、連絡調整 

体 制：SDGs 未来都市の推進の中枢となる部局 

・総務部長    ・財務部長 

・企画部長    ・環境部長 

・産業部長    ・都市計画部長 

・上下水道局長  ・教育部長 

事務局：企画部 未来創生戦略室 

SDGs の推進に係る部局 

（市民協創部、文化・スポーツ部、福祉部、こども未来部、健康部等） 

連携・調整等 
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こうした推進体制を以て意思決定や情報共有を進めるとともに、各種計画への SDGs の

具体的な反映や市職員一人ひとりの SDGs への意識の醸成、SDGs に資する事業の積極

的な予算化を図ることで、市が一丸となって豊橋市 SDGs 未来都市の実現に向けて取り組

んでいく。 

 

（３）ステークホルダーとの連携 

 

１．域内外の主体 

１－１ 豊橋市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会 

地方創生を推進するために外部委員等で組織した「豊橋市まち・ひと・しごと創生総合戦

略推進協議会」と連携し、豊橋市 SDGs 未来都市に係る取組みについて、産学官勤労など

各々の立場からの幅広く意見をいただき、SDGs の実現に向けた各種施策等に取り入れる

ことで、取組みの効果を高めながら様々な主体の一体感を創出し、持続可能なまちづくり

や地域づくりへとつなげていく。 

--------------------------------------------------------------------------- 

（構成員／14 名） 

豊橋市長、愛知県東三河総局長、 

豊橋技術科学大学学長、愛知大学学長・理事長、豊橋創造大学学長、 

豊橋商工会議所会頭、豊橋信用金庫理事長、豊橋商工会議所青年部会長、 

豊橋青年会議所理事長、豊橋農業協同組合代表理事組合長、 

有限会社みずほ農産取締役、連合愛知豊橋地域協議会代表、 

豊橋市自治連合会会長、豊橋子育てネットゆずり葉代表 

--------------------------------------------------------------------------- 

 

１－２ 豊川水系で活躍する各種団体等 

豊川水系でつながる東三河地域には、環境保全活動等で様々な団体が活躍している。

このような団体と有機的に連携することで、それぞれの得意分野を生かし相乗効果を発揮

しながら、SDGs の実現に向けた取り組みを進めていく。 

 

＜各種団体等＞ 

〇NPO 法人穂の国森づくりの会 

（1997 年設立／個人会員：約 300 名、法人会員：約 150 社、賛助会員：東三河８市町

村） 

…豊川流域の住民、企業、自治体のパートナーシップのもと、森林の保全や活用促進に

資する活動、上下流住民の交流イベントの企画運営、環境教育活動等を実施 
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〇５３０運動環境協議会 

（2002 年設立／法人・団体会員：約 150 団体、個人会員：約 400 名） 

…「自分のごみは自分で持ち帰りましょう」を合言葉とした豊橋発祥の「ゴミゼロ運動」を

普及啓発する団体。環境美化活動の実践や環境教育等を実施。 

〇一般社団法人奥三河ビジョンフォーラム 

（1985 年設立／会員等：約 110 名） 

…奥三河地域の活性化のための調査研究や企画立案、情報発信等 

〇公益財団法人豊川水源基金 

（1977 年設立／愛知県、東三河８市町村、長野県６市町村） 

…国、県並びに東三河８市町村から水源地域の振興や水源林の整備、水道水１ｔ当たり

１円を財源とした森林づくりや人材育成等 

 

１－３ 教育・研究機関 

豊橋市は、特色の異なる３つの大学が立地する、東三河の知の拠点地域である。また、

豊橋市は各大学及び豊橋商工会議所と包括連携協定を結び、産業、環境、教育、福祉な

ど様々な分野で連携してまちづくりを進めている。こうした連携基盤を活かすことで、大学

の専門性を発揮した SDGs の取組みを展開することができる。 

 

＜包括連携協定を結んでいる大学＞ 

〇豊橋技術科学大学 

…文部科学省のスーパーグローバル大学創成支援事業に選定され、国際性に富んだ

科学技術の創造的なリーダーを育成している大学で、インドネシアの水道技術者への

指導等にも積極的に連携している。 

〇愛知大学 

…地域社会や産業界が抱える課題を考え行動する人材を育成する地域政策学部があ

り、2018 年４月からは同学部内に食農環境コースを設置し、「食」「農」「環境」を一体

のものとして学び、活力ある地域づくりに役立つ人材を育てている。 

〇豊橋創造大学 

…企業や自治体と連携して行う実践型教育「SOZO プロジェクト」に力を入れ、課題解決

力を有する人材を育て地域に送り出している。 
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２．国内の自治体 

２－１ 東三河８市町村との連携 

豊川水系でつながる東三河８市町村（豊橋市、豊川市、

蒲郡市、新城市、田原市、設楽町、東栄町、豊根村）は、

「ほの国こどもパスポート（小中学生を対象にした東三河

地域の施設利用年間パスポート）」やイベント等による上

下流域の住民交流、「ほの国東三河 WAON」を活用したイ

オンリテール株式会社との水源林保全活動など、様々な

連携事業を展開してきた。2015 年には東三河広域連合を

発足させたことで更に強固なつながりを築いており、これ

まで以上に自治体間の連携を密にして SDGs の実現に向

けて取り組んでいく。 

 

２－２ 愛知県等との連携 

愛知県が事務局を務める東三河ビジョン協議会は、東三河８市町村や東三河広域連合

のほか、学識経験者や産業界により構成されており、東三河振興ビジョンを策定し様々な

事業を展開している。これまでも、同ビジョンの主要プロジェクト推進プランで再生可能エネ

ルギーの導入を推進するなど、SDGs に資する取組みを進めており、今後も愛知県等との

連携を深めながら SDGs の実現に向けて様々な取組みを展開する。 

 

２－３ 地方創生 SDGs 官民連携プラットフォーム 

地方創生 SDGs 官民連携プラットフォームに参加する他自治体や企業等との交流を深

め、様々な情報を参考にしながら、本市の SDGs に資する取組みの推進を図る。 

 

 

３．海外の主体 

３－１ 開発途上国（インドネシア）との連携 

国際協力機構（JICA）の国際協力事業を活用

し、インドネシアへ水道技術者を派遣して現地研

修を行うとともに、インドネシアからの視察を受け

入れるなど、開発途上国の水環境の改善を図

る。 
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３－２ 友好都市・姉妹都市・パートナーシティ 

豊橋市は、南通市（中国：友好都市）、トリード

市（アメリカ：姉妹都市）、晋州市（韓国：パートナ

ーシティ）、パラナヴァイ市（ブラジル：パートナー

シティ）、ヴォルフスブルグ市（ドイツ：パートナー

シティ）や、2005 年の愛知万博におけるフレンド

シップ事業をきっかけとしたリトアニアとの交流

があり、こうした国際交流関係を活かして本市の

SDGs の実現に向けた取組みを発信していく。 
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2.1 自治体ＳＤＧｓモデル事業での取組提案 

（１）課題・目標設定と取組の概要 

 

（自治体ＳＤＧｓモデル事業名） 

SDGs で世界と未来につなぐ水と緑の地域形成事業 

 

（課題・目標設定） 

 ゴール４   ターゲット４，７ 

 ゴール６   ターゲット６，１ 

 ゴール９   ターゲット９，１ 

 ゴール１７  ターゲット１７，１６ 

  

水源林の適正な維持管理や水道技術者不足など、豊川水系でつながる東三河地域が

抱える共通課題を解決し、持続可能な水と緑の地域をつくるため、東三河地域で活躍する

様々な団体や教育機関、自治体等の連携体制を構築するとともに、水と緑をつなぐ活動や

グローカルに活躍する人材を創出し育てていく。こうした取組みにより得られた新たな知識

や経験を地域に還元することで地域全体の底上げを図り、水と緑に係る、経済、社会、環

境の三側面の自立的好循環を生み出し、「現在から未来へ」「豊橋・東三河から世界（開発

途上国）へ」水と緑を継承し、豊橋市や東三河地域、さらには開発途上国における SDGs

の実現を目指す。 

 

 

（取組の概要） 

〇水と緑の地域づくりを推進する連携体制の構築 

東三河地域で環境保全活動等を展開する NPO 等の団体や、専門的な技術や知識を有

する大学、自治体等により構成する「水と緑の地域形成プラットフォーム」を実現し、各々の

得意分野を活かしながら相乗効果を高め、森林の整備、環境保全活動や環境美化活動の

普及啓発、子どもたちへの環境教育や幅広い世代への体験学習、水道技術の継承や水

道施設の維持管理等に取り組む。また、プラットフォームのメンバーには、水道技術の継承

を目的とし設立を予定する NPO などの新たな組織も含めていく。 

 

２．自治体ＳＤＧｓモデル事業 （特に注力する先導的取組） 
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〇優れた教育等による人材育成 

豊橋市では、市内全小中学校がユネスコスクー

ルに認定されており、地域や企業と連携した ESD

等の環境教育に積極的に取り組んでいる。また、

英語教育にも力を入れており、2005 年には「国際

共生都市・豊橋」英語教育推進特区に認定（2008

年に全国展開）され、早期から世界に目を向けた

教育を推進している。こうした取組みを更に深化さ

せ、英語イマージョン教育に特認校制度も利用し

て取り組み、グローカルに活躍する SDGs の次代の担い手を育てる。 

 

〇国内外に水道技術を継承する仕組みづくり 

豊橋市ではこれまで、隣接する田原市や開発途上国のインドネシア共和国スマトラ島に

水道技術者を派遣し、優れた技術と知識を以て技術指導を行ってきた。今後、田原市以外

の東三河地域の自治体にも技術指導を行うとともに、こうした国内外で得た知識や経験を

地域へ還元する講演会や相談会等を行うことで、東三河地域全体の水道技術力を高め、

水道技術の継承における自律的好循環を生み出す。 

 

〇バイオマスや地域材の積極的な活用 

豊橋市には全国屈指のバイオマス利活用セン

ターがあり、下水汚泥や生ごみを活用したバイオ

ガス発電による再生可能エネルギーの生産に取

り組んでいる。また、企業が主体となって進めて

いる奥三河の木質バイオマス等を活用した発電

施設の整備を支援しており、2019 年に予定通り

稼働することで、木質バイオマスの利活用が促進

されるとともに、再生可能エネルギーの更なる生

産と施設の稼働に伴う新たな雇用の創出へとつながる。また、2019 年春に開駅予定の道

の駅「とよはし」をはじめ、公共施設等を整備する際に積極的に地域材を活用することで、

東三河地域の森林の整備を促す。 
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（２）三側面の取組 

 

① 経済面の取組 

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８，３ 

８，５ 

９，１ 

９，４ 

11，１ 

11，ｂ 

17，16 

17，17 

指標：新規創業者数（累計） 

現在（2018 年３月）： 

636 人 

2021 年： 

1,400 人 

 

①－１ 民間バイオマス発電施設整備への支援と新たな雇用の創出 

一般財団法人地域総合整備財団（ふるさと財団）のふるさと融資制度を活用し、豊橋市

も融資をすることで企業による木質バイオマス発電施設の建設を支援している。同施設は

地域の間伐材等を活用した発電を計画しており、施設を滞りなく稼働させることで、新たな

雇用の創出と再生可能エネルギーの生産量増加を目指す。 

 

①－２ コーディネータによる起業支援（地方創生推進交付金申請予定事業） 

第三セクターの株式会社サイエンス・クリエイトが運営する東三河

地域の産業創出拠点「豊橋サイエンス・コア」は、ものづくり機器を

備えたメイカーズ・ラボとよはし、食品開発を支援するアグリフード・

ラボ、コーディネータが常駐するコワーキングスペースの Startup 

Garage を備えており、異業種交流や商品開発が盛んに行われてい

る。地域住民や起業家の環境意識を高めるとともに、こうした場を活

用して新たなビジネスの創出を目指す。 

 

①－３ 水に係る日本製品の海外販路拡大 

開発途上国（インドネシア）の水道施設を改善するにあたり、現地の部品等を用いた方

が継続的な維持管理に向いているが、実際にはすべてを現地調達することは難しい。その
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ため、不足する部品等に日本製品を活用して水道施設の機能向上を図るとともに、日本製

品の海外販路を拡大していく。 

 

①－４ ライフラインの耐震化 

住民が安心して暮らし続けるとともに、企業が根を張り経済活動を営めるよう、その基盤

となるインフラの強靭化を図ることは大変重要である。南海トラフ地震が懸念される東三河

地域において、水道施設等の耐震化を進めることで、誰もが住み続けることができる持続

可能で強靭なまちの形成を目指す。 

 

①－５ 施設等への地域木材の活用 

水環境や森林環境の保全に資する水源林の整備

を進めるには、東三河地域の林業の活性化に向けて

地域木材を積極的に活用する必要がある。そのた

め、豊川水系の下流域に位置する本市においても、

公共施設等を整備する際に、地域木材の活用を進め

ていく。 

 

（事業費） 

 ３年間（2019～2021 年）総額：154,800 千円 

 

 

② 社会面の取組 

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

 

 

 

 

 

３，４ 

４，１ 

４，７ 

８，５ 

指標：指標：水と緑に係る国内外の支援自治体数 

現在（2018 年３月）： 

３自治体 

2021 年： 

７自治体 

 12，５ 

12，８ 

指標：リサイクル率 

現在（2018 年３月）： 

24.2% 

2021 年： 

28% 
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②－１ 国内外の水道技術者の育成 

水道技術者不足は東三河地域の喫緊の課題であ

る。優れた水道技術や知識を有する豊橋市が、東三

河の中心市として率先して水道技術指導を行うことで

課題解決を目指す。また、SDGs の実現に向けて世

界にも目を向け、開発途上国からの水道技術者等の

視察研修を受け入れていく。 

 

②－２ エネルギーの自家消費の促進 

2019 年 11 月から順次、住宅用太陽光発電の固定価格買取制度における 10 年間の余

剰電力買取期間が満了を迎え、住宅用太陽光発電システムの導入減速が懸念されること

から、住宅用太陽光発電システムやリチウムイオン蓄電池等の設置を支援する。あわせ

て、ペレットストーブや地中熱利用設備の導入も支援し、地球にやさしく、効率的なエネル

ギーの自家消費を促進する。 

 

②－３ ESD 等の環境教育（ユネスコスクール） 

豊橋市では、市内全小中学校がユネスコスクールに認定されており、汐川干潟の保全

活動をはじめ、早期から ESD 等の環境教育に力を入れてきた。未来まで水と緑が健全に

保全されるよう、学校だけでなく地域や企業も一体となり、継続して子どもたちへの環境教

育を実施していく。 

 

②－４ NPO 等による環境体験学習（間伐等） 

NPO 法人穂の国森づくりの会では、東三河地域の

森林保全に向けて、以前より間伐等の環境体験学習

や学校への出前講座等による人づくりや、地域木材を

使用したイベントの開催等による啓発活動を行ってい

る。こうした活動に継続的に協力し、水と緑を守る人づ

くりを進めていく。 

 

②－５ 豊橋発祥「５３０運動」の普及啓発 

「５３０運動」は、石巻山や葦毛湿原などに訪れた際にごみを持ち帰るよう働きかけたこと

をきっかけに生まれた豊橋市発祥の市民運動で、毎年５月３０日は「ゴミゼロの日」として

全国各地で環境美化活動が行われている。こうした活動が一層活発に行われるよう、５３０

運動環境協議会による環境美化活動や教育活動を継続的に支援して普及啓発を図る。 
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②－６ 技術のある高齢者の活躍 

水道技術の継承に向けて、第一線で活躍し定年退職した水道技術者を活用することは

非常に重要である。一部の退職者はボランティアとして水道技術指導等を行っているた

め、こうした活動を促進するとともに活動者の裾野を広げることで、東三河地域における確

かな水道技術の継承と高齢者の生きがいづくりの両立を図る。 

 

（事業費） 

 ３年間（2019～2021 年）総額：201,950 千円 

 

 

③ 環境面の取組 

 

ゴール、 

ターゲット番号 

KPI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６，１ 

６，２ 

６，４ 

６，６ 

６，ａ 

７，１ 

７，２ 

12，５ 

12，８ 

13，１ 

13，２ 

14，１ 

14，２ 

14，３ 

15，２ 

15，４ 

15，５ 

15，ｂ

17，16 

17，17 

指標：大気等環境基準達成率 

現在（2018 年３月）： 

90.3% 

2021 年： 

94% 
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③－１ 水源林の適正管理と自然災害等の防止 

東三河地域の各市町村では、豊川水系の森林を保全するため、公益財団法人豊川水

源基金を通じて間伐等による水源林の整備を進めてきた。今後も安定的に水資源を確保

するため、地域が一体となって豊川水源基金の活動を継続的に支援し、森林整備を確実

に進捗させる。 

 

③－２ 開発途上国（インドネシア）における水環境（水道等）の改善 

JICA の協力のもと、豊橋市はインドネシア共和国ス

マトラ島 ソロク市に水道技術者を派遣し、水道施設の

改善と技術指導を行ってきた。こうした活動により「飲め

る水道水」を供給することができ、インドネシアの他自

治体からも水道技術の普及が求められている。SDGs

の更なる実現に向けて、今後も求めに応じて国際協力

活動に取り組んでいく。 

 

③－３ 野生動物保全のための国際協力活動（ボルネオ島） 

豊橋総合動植物公園は、国内の５園と１NPO と連携してボルネオ保全プロジェクトを発

足させた。今後、ボルネオ島に生息する野生動物を守るための保全活動や教育普及活

動、資金調達等を推進していく。 

 

③－４ バイオマスの有効活用（下水汚泥、生ごみ、木質バイオマス） 

豊橋市は、全国屈指の規模を誇るバイオマス発電施設を有し、下水汚泥や生ごみを活

用して再生可能エネルギーを生産する環境意識の高いまちである。また、学校にペレット

ストーブを導入するなど、東三河地域の木質バイオマスの活用も積極的に行っている。こう

したバイオマスの利活用を継続しながら、企業によるバイオマス発電施設の整備を支援す

ることで、一層のバイオマスの利活用を図っていく。 

 

③－５ 古紙等の地域資源回収やプラスチック製品の廃棄物抑制 

マイクロプラスチックは海洋汚染の原因となる

もので、海の生態系を守るためにもプラスチック

製品の廃棄物を抑制する必要がある。豊橋市で

は、レジ袋の削減や５３０運動などの環境美化活

動、ＡＩスピーカーを活用した正しいごみ分別とリ

サイクルの徹底などを推進しており、一層の環境

保全に向けて更なる周知啓発に取り組んでいく。 
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（事業費） 

 ３年間（2019～2021 年）総額：141,000 千円 
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（３）三側面をつなぐ統合的取組 

（３－１）統合的取組の事業名（自治体ＳＤＧｓ補助金対象事業） 

 

（統合的取組の事業名） 

自治体版水メジャー等を目指す 

「水と緑の地域形成プラットフォーム」の実現 
 

（取組概要） 

水と緑の地域形成に向けて、東三河地域で更なる取組みを展開するとともに、東三河地

域で活躍する様々な団体や教育機関、企業、自治体等によるプラットフォームを構築する。 

プラットフォームの取組みとして、東三河地域における水道技術の確実な継承と水源林

の適正管理、水と緑を未来へとつなぐ人材育成を推進するとともに、開発途上国（インドネ

シア）での国際協力活動を行う。また、そこで得た経験等を地域へ還元し、相乗効果を高め

ながら経済、社会、環境の自立的好循環を生み出す。 

 

１ 全体マネジメント・普及啓発等 

〇官民連携体制の構築並びにプラットフォームの運営 

東三河地域で環境保全活動等を展開する各種団体、専門的技術や知識を有する教育

機関、SDGs の実現に率先して取り組む企業、自治体等による「水と緑の地域形成プラット

フォーム」を構築する。プラットフォームでは自治体版水メジャー等を目指し、連携・協力を

図り相乗効果を高めながら、水と緑を未来と世界につなぐ様々な事業を展開する。 

 

〇水道等に関する広域連携の検討 

水道技術の継承や水源林の適正管理など、東三河地域が抱える様々な課題の解決に

向けて、地域が一体となって取り組んでいくための広域連携について検討する。 

 

〇東三河地域における森林資源の活用調査 

東三河地域の森林資源等のストックや、地域木材の活用（未活用）、流通、循環等の実

態を調査し、データに基づいて SDGs に資する取組みを検討する。 

 

〇シンポジウム等の開催による SDGs の広域発信 

豊橋市 SDGs 未来都市やその取組みを広く発信するためのシンポジウム等を開催し、

国内外への普及啓発を図る。 
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２ 事業実施 

〇東三河地域での水道技術指導並びに講演会・相談会の開催 

豊橋市が有する優れた水道技術や知識、開発途上国（インドネシア）での活動経験を以

て東三河地域の市町村へ技術指導を行うとともに、講演会や相談会をパッケージで開催

し、水道技術の継承を図る。 

 

〇開発途上国（インドネシア）での水道技術指導等 

インドネシアから水道技術者の視察研修を受け入れるとともに、インドネシアへ水道技

術者を派遣し技術指導等を行い水環境の改善を図る。また、インドネシアで調達できない

水道製品に日本製品を活用することで海外販路の拡大にもつなげる。 

 

〇グローバル経験の地域還元による東三河地域全体の技術力向上 

東三河地域や開発途上国（インドネシア）での活動経験は、豊橋市の水道技術者にとっ

ても更なる技術や知識の向上や、新たな気付きへとつながるため、そこで得た経験等を以

て東三河地域での技術指導等を行うことで、地域全体の水道技術力を高める。 

 

〇水道技術の継承等を目的とした NPO の設立 

東三河地域だけでなく、豊橋市においても水道技術の継承は重要な課題である。そこ

で、優れた水道技術を今後も確実に継承することを目的に新たな NPO を設立するととも

に、将来的にはプラットフォームの構成員となり自立して活動することを目指す。 

 

〇グローカルに活躍する人材の育成（子どもへの英語イマージョン教育） 

SDGs を実現するには、未来を見据えてグローカルに活躍することができる人材を育て

る必要がある。構造改革特区の認定を受け、全国に先駆けて英語教育に力を入れてきた

本市のノウハウを活かし、英語イマージョン教育に特認校制度も利用して実施することで、

次代の担い手となる国際感覚に優れた子どもたちを育成する。 

 

（事業費） 

 ３年間（2019～2021 年）総額：165,646 千円 

 

（統合的取組による全体最適化の概要及びその過程における工夫） 

前述のとおり、「水と緑の地域形成プラットフォーム」は東三河地域で SDGs に資する

様々な活動を展開している団体等で構成しており、各々が優れた技術や知識、豊富な経

験を有しており、経済、社会、環境の三側面で東三河地域や世界を舞台に活躍している。

こうした強みを活かし、プラットフォームの枠組みで有機的に連携することで、三側面にお

ける効果を相互に高めることができる。 
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例えば、豊橋市による国際協力活動では、開発途上国における水道技術者の育成と水

環境の改善が進むとともに、派遣された水道技術者にとっても開発途上国での経験は技

術力向上の機会となる。優れた水道技術は強靭なインフラ整備や維持管理、ひいては安

全・安心な住民生活や企業の健全な経済活動につながるといった好循環となる。 

また、こうした相乗効果を持続的に発揮するためには、東三河地域の課題である水道技

術の継承を確実に行うことができる仕組みが必要であり、水道技術の継承を目的とする新

たな NPO を早期に設立しプラットフォームの機能を担保することで、持続可能な自律的好

循環を生み出すよう工夫している。 

 

（３－２）三側面をつなぐ統合的取組による相乗効果等（新たに創出される価値） 

（３－２－１）経済⇔環境 

 

（経済→環境） 

 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：水源林地域整備面積 

現在（2018 年３月）： 

13,050ha 

2021 年： 

14,700ha 

 

「水と緑の地域形成プラットフォーム」の構成員である豊橋市や企業が、連携体制を活か

しながら積極的に地域木材等を活用することで、経済面における民間バイオマス発電施設

や公共施設等での木材使用量が増加する。これに伴い、奥三河地域の水源林の整備が

促進され、環境面における水源林の適正管理と自然災害等の防止といった相乗効果が生

まれる。 

 

 

（環境→経済） 

 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：産業用地における企業立地数 

現在（2018 年３月）： 

41 社 

2021 年： 

45 社 

 

プラットフォームの活動の一環として、水源林の適正管理や地域木材の積極的な活用等

を進めて奥三河地域の林業活性化を図ることで、環境面において森林の水源涵養機能を
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保全することができ、安定的な水資源の確保につながる。企業にとって「水」は重要な資源

であり、安定的に水を使用できる基盤は、経済面において企業経営の維持・向上、新たな

企業の進出、起業・創業といった様々な相乗効果を生み出す。 

 

（３－２－２）経済⇔社会 

 

（経済→社会） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：エコファミリー登録世帯数（累計） 

現在（2018 年３月）： 

14,212 世帯 

2021 年： 

16,000 世帯 

 

プラットフォームの構成員が連携するとともに率先して地域木材の活用を推進すること

で、経済面においてはバイオマス発電施設や公共施設等における地域木材の使用量が増

加する。また、社会面においては、住民の暮らしに関わりの深い電力供給や住民の集いの

場となる公共施設等に地域木材を使用し周知啓発を図ることで、住民の環境への意識が

高まり、暮らしの中で環境負荷の低減を実践する市民活動につながる。 

 

 

（社会→経済） 

KPI （経済面における相乗効果等） 

指標：再生可能エネルギー施設の設置量（累計） 

現在（2018 年３月）： 

195,135kW 

2021 年： 

220,000kW 

 

プラットフォームによる様々な社会教育活動に加え、豊橋市が住民の自家発電設備の

導入を支援することで、住民の環境保全活動への意識が高まり、率先して環境負荷低減

に向けて取り組むようになる。さらに、水道技術者を育成することで、水道施設の維持管理

を担うことができる人材が育つ。こうした活動により、社会面においては、水不足の際の節

水やエネルギーの自家消費等に理解のある住民が育つとともに、経済面においては、自

然災害等が起きても水道施設を保つことができ、電力不足や水不足の際にも自家発電や

節水により企業活動や住民生活に大きな打撃を与えない強靭なまちの形成につながる。 
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（３－２－３）社会⇔環境 

 

（社会→環境） 

KPI （環境面における相乗効果等） 

指標：１人１日当たり家庭ごみ量 

現在（2018 年３月）： 

652g 

2021 年： 

640g 

 

プラットフォームによる社会教育活動を推進することで、住民の環境負荷低減への意識

が高まり、社会面においては５３０運動などの環境美化活動や地域資源回収などの市民

活動が活発になるとともに、日頃の生活における正しいごみ分別へとつながる。また、こう

した活動は、環境面におけるプラスチック製品の廃棄物抑制やリサイクル、生ごみを活用

したバイオガス発電量の増加といった相乗効果を生み出す。 

 

 

（環境→社会） 

KPI （社会面における相乗効果等） 

指標：環境イベント参加者数 

現在（2018 年３月）： 

5,182 人 

2021 年： 

10,000 人 

 

プラットフォームの構成員が連携して森林整備を進めるとともに環境負荷の低減に資す

る取組みを実践することで、環境面において廃棄物の抑制や地域資源回収の活性化、再

生可能エネルギーの生産量の増加を図ることができる。また、こうした取組みやその成果

が住民に伝わることで、社会面において５３０のまち環境フェスタなどのイベントや、環境美

化活動や地域資源回収、環境体験学習などへの参加者が増加し、環境保全活動の活性

化につながる。 
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（４）多様なステークホルダーとの連携 

 

団体・組織名等 モデル事業における位置付け・役割 

①豊橋技術科学大学 豊橋市が行っているインドネシアでの水道技術指導等を支

援しており、SDGs の実現に向けて指導や助言、国際協力

活動等を行う。 

②愛知大学 東三河地域の実情に精通しているとともに、これまでも当

地域をフィールドに様々な調査研究活動を展開してきた経

験から、事業展開にあたり助言等を行う。 

③NPO 法人 穂の国森づ

くりの会 

東三河地域で間伐や環境教育等を行っており、直接的な

水源林の整備のほか、間伐体験や木材に親しむイベント等

により水と緑を守る人材を育成する。 

④水道技術継承等の活

動を担う NPO（設立後） 

豊橋市の優れた水道技術等を後世へ継承するために設立

する予定。設立後は水と緑の地域形成プラットフォームに

加入し、東三河地域の水道技術者への指導等を行う。 

⑤５３０運動環境協議会 ５３０運動の普及と実践活動のほか、各種啓発活動を行

い、環境美化及び資源の有効活用に対する市民意識を高

める。 

⑥一般社団法人 奥三河

ビジョンフォーラム 

奥三河地域に関連する調査研究や企画立案、情報発信等

を行い、同地域の活性化を図る。 

⑦公益財団法人 豊川水

源基金 

奥三河地域の振興や森林整備、水道水１ｔ当たり１円を財

源とした水と緑を守る人材育成等を行う。 

⑧企業 再生可能エネルギーの生産など、水や緑に関連する経済

活動を行う。また、環境美化活動への参画、環境教育等に

よる普及啓発活動などを展開する。 

⑨東三河広域連合 ほの国こどもパスポートによる豊川流域の住民の交流促進

や、ほの国東三河 WAON の寄付金を活用した水源林の保

全活動等を行う。 

⑩豊橋市 インドネシアにおける水環境の改善をはじめ、SDGs の実

現に向けた取組みを各団体や教育機関、企業等と連携し

て推進する。また、地域と世界ともに目を向け活躍すること

ができる人材を育成するため、英語イマージョン教育を実

施する。 

⑪開発途上国 国際協力機構（JICA）の制度を活用して、開発途上国への

水道技術支援を行うとともに、派遣する水道技術者の技術

力向上を図る。 
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※①～⑩の団体等により「水と緑の地域形成プラットフォーム」を構築し、豊橋市が事務局

となってそれぞれの取組みの相乗効果を高めながら SDGs の実現を目指す。 

 

（５）自律的好循環 

 

（事業スキーム） 

東三河地域で活躍する NPO 等の団体、教育機関、企業、自治体等の連携体制を構築

し、「水と緑の地域形成プラットフォーム」を立ち上げる。プラットフォームでは、各ステーク

ホルダーの専門性を活かすとともに、互いに連携し相乗効果を高めながら、水道技術指導

等による技術と知識の継承、水源林の整備、環境保全活動、教育活動、国際協力活動な

ど、三側面における取組並びに三側面をつなぐ統合的取組を推進する。また、こうした取

組みの成果を東三河地域全体へ還元し、一層の効果を高めることで、「現在から未来へ」

「豊橋・東三河から世界へ」自律的好循環を生み出し SDGs の実現を目指す。 
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（将来的な自走に向けた取組） 

水と緑の地域形成プラットフォームにおいて、水源林の適正管理を自走させるために、

ほの国東三河 WAON の寄付金や民間バイオマス発電施設による地域木材等の活用な

ど、官民連携体制を活かした民間資金の活用を積極的に行うことで、奥三河地域の林業を

活性化させ、森林整備を業の一環として成り立つようにする。 

水道技術の継承では、自治体間での水道技術支援のマッチングを図り広域化の一助と

するほか、開発途上国での国際協力活動では、引き続き JICA と連携し、資金援助を受け

ながら活動を展開する。こうした取組みを持続可能なものとするため、第一線で活躍し定

年退職した水道技術者による新たな NPO を設立し、将来的には同 NPO による受託事業

として自走させる。 

 

（６）資金スキーム 

 

（総事業費） 

 ３年間（2019～2021 年）総額：663,396 千円 

（千円） 

 経済面の取組 社会面の取組 環境面の取組 
三側面をつな

ぐ統合的取組 
計 

2019 年度 51,600 60,650 47,000 63,046 222,296 

2020 年度 51,600 70,650 47,000 55,300 224,550 

2021 年度 51,600 70,650 47,000 47,300 216,550 

計 154,800 201,950 141,000 165,646 663,396 

 

 

（活用予定の支援施策） 

支援施策の名称 活用予定年度 
活用予定額 

（千円） 
活用予定の取組の概要 

地方創生推進交付金

（内閣府） 
2019 15,500 

経済面における「コーディネータに

よる起業支援」で活用（申請予定） 

※豊橋ローカルイノベーション創出事

業（３ヵ年計画の３年目） 

住宅用地球温暖化対

策設備導入促進費補

助金（愛知県） 

2019 8,285 
社会面における「エネルギーの自

家消費の促進」で活用（申請予定） 

学校 ICT 環境整備促

進実証研究事業（遠隔

教育システム実証研究

事業）（文部科学省） 

2020 4,500 

三側面をつなぐ統合的取組におけ

る「英語イマージョン教育」で活用

（申請予定） 
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住宅用地球温暖化対

策設備導入促進費補

助金（愛知県） 

2020 8,285 
社会面における「エネルギーの自

家消費の促進」で活用（申請予定） 

ユネスコ活動費補助金

（SDGs 達成の担い手

育成（ESD）推進事業）

（文部科学省） 

2021 7,000 

三側面をつなぐ統合的取組におけ

る「英語イマージョン教育」で活用

（申請予定） 

住宅用地球温暖化対

策設備導入促進費補

助金（愛知県） 

2021 8,285 
社会面における「エネルギーの自

家消費の促進」で活用（申請予定） 

 

 

（民間投資等） 

開発途上国（インドネシア）での水道技術支援等では、JICA の国際協力事業により、年

間約 19,000 千円の資金支援を受けており、今後も JICA の支援を受けながら継続して国

際協力活動を実施していく。 

民間バイオマス発電施設の建設では、民間の自主財源のほか、一般財団法人地域総

合整備財団（ふるさと財団）のふるさと融資制度を活用して約 10,000 千円の特別交付税措

置を受ける予定である。 

イオンリテール株式会社との連携により、ほの国東三河 WAON の年間使用金額のうち

0.1%が寄付され、その資金を奥三河地域の森林整備等に充てている。この活動では、例年

約 700 千円が寄付されている。 

 

  



38 
 

（７）スケジュール 

 

 取組名 2019 年度 2020 年度 2021 年度 

統
合 

自治体版水ﾒｼﾞｬｰ等を目

指す「水と緑の地域形成

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ」の実現 

   

経
済 

①－1 民間ﾊﾞｲｵﾏｽ発電

施設整備への支援と新

たな雇用の創出 

①－２ ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀによる

起業支援 

①－３ 水に係る日本製

品の海外販路拡大 

①－４ ライフラインの耐

震化 

①－５ 施設等への地域

木材の活用 

   

SDGs ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ開催 

（２月） 

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ設立 

（～10 月） 

森林資源等の活用調査 
（～３月） 

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ活動 

活用 

東三河地域での水道技術指導・講演会・相談会（随時）、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱﾃでの水道技術指導等（７月、９月、11 月、２月の予定） 
 

水道技術継承のための NPO 設立 

（～12 月） 
活動準備 
（～３月） NPO 活動 

ｸﾞﾛｰｶﾙ人材育成（英語ｲﾏｰｼﾞｮﾝ教育ﾓﾃﾞﾙ実施）、本格実施準備（設備導入等）（～３月） 

      次年度生徒募集（９～10 月） 

 

ｸﾞﾛｰｶﾙ人材育成（英語ｲﾏｰｼﾞｮﾝ教育） 

本格稼働 

（７月） 木質ﾊﾞｲｵﾏｽ発電 

起業支援、相談対応 

（随時） 

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでの水道施設改善 
（随時） 

第２期水道施設整備 第３期水道施設整備 

学校など公共施設等の整備 
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社
会 

②－１ 国内外の水道技

術者の育成 

②－２ ｴﾈﾙｷﾞｰの自家消

費の促進 

②－３ ESD 等の環境教

育（ﾕﾈｽｺｽｸｰﾙ） 

②－４ NPO 等による環

境体験学習（間伐等） 

②－５ 豊橋発祥「５３０運

動」に普及啓発 

②－６ 技術ある高齢者

の活躍 

   

環
境 

③－１ 水源林の適正管

理と自然災害等の防止 

③－２ 開発途上国（ｲﾝﾄﾞ

ﾈｼｱ）における水（水

道）環境等の改善 

③－３ 野生動物保全の

ための国際協力活動

（ﾎﾞﾙﾈｵ島） 

③－４ ﾊﾞｲｵﾏｽの有効活

用（下水汚泥、生ごみ、

木質ﾊﾞｲｵﾏｽ） 

③－５ 古紙等の地域資

源回収やﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品

の廃棄物抑制 など 

   

水道技術指導等 

（随時） 

太陽光発電設備等導入支援 

（随時） 

各学校のｶﾘｷｭﾗﾑにて実施 
（随時） 

水源林での間伐体験 
（随時） 

環境美化活動等（随時） 
     ５３０運動（５月、11 月） 

水道技術指導等のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ 
（随時） 水道 NPO 加入（12 月） 

間伐計画に基づき実施 

水道施設改善等（７月、９月、11 月、２月の予定） 

保全活動、教育普及活動、資金調達 
（随時） 

ﾊﾞｲｵｶﾞｽ発電、木質ﾊﾞｲｵﾏｽ発電 

古紙回収ﾎﾞｯｸｽの貸出等（随時） 
５３０のまち環境ﾌｪｽﾀ（11 月） 

環境ﾌｪｽﾀ 環境ﾌｪｽﾀ 

     ５３０運動（５月、11 月）      ５３０運動（５月、11 月） 



2019 年度自治体ＳＤＧｓモデル事業提案概要（提案様式２） 

事業名：SDGs で世界と未来につなぐ水と緑の地域形成事業 提案者名：愛知県豊橋市 

取組内容の概要 

 

 

・豊川⽔系でつながる東三河地域の⽔環境及び森林環境が持続可能な活動や教育等により保全されている 
・ 「現在から未来へ」「豊橋・東三河から世界（開発途上国）へ」⽔道技術や知識が継承され、安全・安心な⽔が安定的に供給されている 

2030 年のあるべき姿 

 
自治体版水メジャー等を目指す 

「水と緑の地域形成プラットフォーム」の実現  
○全体マネジメント・普及啓発等 

・官⺠連携体制の構築 
・プラットフォームの運営（⼤学/NPO/事業者/⾏政等） 
・⽔道等に関する広域連携の検討 
・東三河地域における森林資源等の活⽤調査 
・シンポジウム等の開催による SDGs の広域発信  

○事業実施 
・東三河地域での⽔道技術指導並びに講演会・相談会の開催 
・開発途上国（インドネシア）での⽔道技術指導等 
・グローバル経験の地域還元による東三河地域全体の技術⼒向上 
・⽔道技術の継承等を⽬的とした NPO の設⽴ 
・グローカルに活躍する人材の育成（子どもへの英語イマージョン教育）など 

三側面をつなぐ統合的取組 

経済 

水と緑に係る経済活動の活性化 

水と緑の環境保全 

社会 

環境 

水と緑を守る人材の育成 

●民間バイオマス発電施設整備への

支援と新たな雇用の創出 

●コーディネータによる起業支援 

●水に係る日本製品の海外販路拡大 

●ライフラインの耐震化 

●施設等への地域木材の活用 など 

●国内外の水道技術者の育成 

●エネルギーの自家消費の促進 

●ESD 等の環境教育（ユネスコスクール） 

●NPO 等による環境体験学習（間伐等） 

●豊橋発祥「５３０運動」の普及啓発 

●技術のある高齢者の活躍 など 

●水源林の適正管理と自然災害等の防止 

●開発途上国（インドネシア）における水（水道）環境等の改善 

●野生動物保全のための国際協力活動（ボルネオ島） 

●バイオマスの有効活用（下水汚泥、生ごみ、木質バイオマス） 

●古紙等の地域資源回収やプラスチック製品の廃棄物抑制 など 

＜想定メンバー＞ 
豊橋技術科学⼤学 
愛知⼤学 
穂の国森づくりの会 
530 運動環境協議会 
奥三河ﾋﾞｼﾞｮﾝﾌｫｰﾗﾑ 
豊川⽔源基⾦ 
企業 
東三河広域連合 
豊橋市  等 

エコ意識の向上 

災害に強いまちの形成 

環境負荷の低減 

環境保全活動の 
活性化 

⽔資源の 
安定供給 

森林の整備促進 








































































